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法２－① 建築物の定義 

H24.4.1 施行 

H31.3.27 改正 

R5.3.29 改正 

法第２条第１号 

１ 建築物の定義 

 法第２条第１号の規定により、土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若しくは

壁を有するものは原則として建築物として取り扱うが、次の要件をすべて満たす小規

模な倉庫は建築物に該当しない。なお、建築物に該当しない場合であっても、法第４

２条に規定する道路上には設置しないこと。 

 ア 内部に人が立ち入らない小規模（内部の高さ１．４ｍ以下又は奥行１ｍ以内）

のもの。 

 イ 物品等の陳列保管の用途に供し、外部から使用するもの。 
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法２－② 公園、広場、水面等の緩和の取り扱いについて 

H24.4.1 施行 

H29.2.13 改正 

H29.4.26 改正 

H31.3.27 改正 

法第２条第６号他 

１ 延焼のおそれのある部分（法第２条第６号） 
 防火上有効な公園、広場、川その他の空地又は水面※、耐火構造の壁その他これら

に類するもの 
 ア 公園、緑地：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設で、かつ、

都市公園法第２条に定める都市公園であるもの。ただし、公園との境界線から１

階にあっては３ｍ以内、２階以上にあっては５ｍ以内の距離に建築物が存在する

場合には適用できない。 
 イ 緑道：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設。 
 ウ 河川 
 エ 水路：次に掲げる要件をすべて満たすもの。なお、水路の反対側に道路がある

場合は、合算した幅とする。 
① 境界が確定しているもの。 
② 公図で確認できるもの。 
③ 現に水面が確認でき、水路として機能を有しているもの（暗渠又は時期によ

り使用する水路を含む）又は公共下水道として使用しているなど公共的な用途

に供されているもの。 
☞配置図に現況又は農業委員会に確認した結果、水路として機能していること

を明示する。以下同様に取り扱う。 
 オ 水路と赤道が一体で境界確定している道水路：水路は要件を満たしているもの。 
 カ 幅員４ｍ未満の道路法による認定道路 
 キ 市が管理する市有通路 
 ク 線路敷：駅舎等駅構内にあたる範囲（場内信号機間）に面する部分及び高架線

路で下部が建築敷地として利用されている部分（付近の利用状況により地域全体

で判断）は除く。なお、線路敷の反対側に道路がある場合は、合算した幅とする。 
 ※上下水道管又はため池等に類するものは水面とみなさない。以下同様に取り扱う。 
 
２ 採光（令第２０条第２項第１号） 
 公園、広場、川その他これらに類する空地又は水面 
 ア 公園、緑地：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設で、かつ、

都市公園法第２条に定める都市公園であるもの。ただし、公園内に建築物がある

場合には、当該建築物までの水平距離で検討する。 
 イ 緑道：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設 
 ウ 河川 
 エ 水路：次に掲げる要件をすべて満たすもの。なお、水路の反対側に道路がある
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場合は、合算した幅とする。 
 

① 境界が確定しているもの。 
② 公図で確認できるもの。 
③ 現に水面が確認でき、水路として機能を有しているもの（暗渠又は時期によ

り使用する水路を含む）又は公共下水道として使用しているなど公共的な用途

に供されているもの。 
 オ 水路と赤道が一体で境界確定している道水路：水路は要件を満たしているもの。 
 カ 幅員４ｍ未満の道路法による認定道路 
 キ 市が管理する市有通路 
 ク 線路敷：駅舎等駅構内にあたる範囲（場内信号機間）に面する部分及び高架線

路は除く。なお、線路敷の反対側に道路がある場合は、合算した幅とする。 
 
３ 敷地内通路（令第１２８条） 
 道又は公園、広場その他の空地 
 ア 公園、緑地：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設で、かつ、

都市公園法第２条に定める都市公園であるもの。 
 イ 市が管理する幅員４ｍ以上の市有通路 
 
４ 道路斜線制限（令第１３４条） 
 公園、広場、水面その他これらに類するもの 
 ア 公園、緑地：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設で、かつ、

都市公園法第２条に定める都市公園であるもの。 
 イ 緑道：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設。 
 ウ 河川 
 エ 水路：次に掲げる要件をすべて満たすもの。なお、水路の反対側に道路がある

場合は、合算した幅とする。 
① 境界が確定しているもの。 
② 公図で確認できるもの。 
③ 現に水面が確認でき、水路として機能を有しているもの（暗渠又は時期によ

り使用する水路を含む）又は公共下水道として使用しているなど公共的な用途

に供されているもの。 
 オ 線路敷：駅舎等駅構内にあたる範囲（場内信号機間）に面する部分及び高架線

路で下部が建築敷地として利用されている部分（付近の利用状況により地域全体

で判断）は除く。なお、線路敷の反対側に道路がある場合は、合算した幅とする。 
 カ 幅員４ｍ未満の道路法による認定道路 
 キ 市が管理する市有通路：遊歩道及び散歩道を除く。 
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５ 隣地斜線制限（令第１３５条の３） 
 公園（都市公園法施行令第２条第１項第１号に規定する都市公園を除く。）、広場、

水面その他これらに類するもの 
 ア 公園、緑地：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設で、かつ、

都市公園法第２条に定める都市公園（街区公園を除く。）であるもの。 
 イ 緑道：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設。 
 ウ 河川 
 エ 水路：次に掲げる要件をすべて満たすもの。なお、水路の反対側に道路がある

場合は、合算した幅とする。 
① 境界が確定しているもの。 
② 公図で確認できるもの。 
③ 現に水面が確認でき、水路として機能を有しているもの（暗渠又は時期によ

り使用する水路を含む）又は公共下水道として使用しているなど公共的な用途

に供されているもの 
 オ 幅員４ｍ未満の道路法による認定道路 
 カ 市が管理する市有通路：遊歩道及び散歩道を除く。 
 
６ 北側斜線制限、高度地区斜線制限（令第１３５条の４、法第５８条） 
 水面、線路敷その他これらに類するもの 
 ア 河川 
 イ 水路：次に掲げる要件をすべて満たすもの。なお、水路の反対側に道路がある

場合は、合算した幅で検討する。 
① 境界が確定しているもの。 
② 公図で確認できるもの。 
③ 現に水面が確認でき、水路として機能を有しているもの（暗渠又は時期によ

り使用する水路を含む）又は公共下水道として使用しているなど公共的な用途

に供されているもの。 
 ウ 水路と赤道が一体で境界確定している道水路：水路は要件を満たしているもの。 
 エ 幅員４ｍ未満の道路法による認定道路 
 オ 市が管理する市有通路：遊歩道及び散歩道を除く。 
 カ 線路敷：駅舎等駅構内にあたる範囲（場内信号機間）に面する部分及び高架線

路で下部が建築敷地として利用されている部分（付近の利用状況により地域全体

で判断）は除く。なお、線路敷の反対側に道路がある場合は、合算した幅とする。 
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７ 日影規制（令第１３５条の１２） 
 道路、水面、線路敷その他これらに類するもの 
 ア 河川 
 イ 水路：次に掲げる要件をすべて満たすもの。なお、水路の反対側に道路がある

場合は、合算した幅で検討する。 
① 境界が確定しているもの。 
② 公図で確認できるもの。 
③ 現に水面が確認でき、水路として機能を有しているもの（暗渠又は時期によ

り使用する水路を含む）又は公共下水道として使用しているなど公共的な用途

に供されているもの。 
 ウ 水路と赤道が一体で境界確定している道水路：水路は要件を満たしているもの。 
 エ 幅員４ｍ未満の道路法による認定道路 

オ 市が管理する市有通路：遊歩道及び散歩道を除く。 
 カ 線路敷：駅舎等駅構内にあたる範囲（場内信号機間）に面する部分及び高架線

路で下部が建築敷地として利用されている部分（付近の利用状況により地域全体

で判断）は除く。なお、線路敷の反対側に道路がある場合は、合算した幅とする。 
 
８ 建ぺい率の緩和（法第５３条第３項第２号）（施行細則第２１条） 
 道路又は公園、広場、川その他これらに類するもの 
 ア 公園、緑地：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設で、かつ、

都市公園法第２条に定める都市公園で奥行４ｍ以上の広がりのあるもの。 
 イ 緑道：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設で幅員４ｍ以上

のもの 
 ウ 河川 
 オ 水路と赤道が一体で境界確定している幅員４ｍ以上の道水路 
 カ 市が管理する幅員４ｍ以上の市有通路 
 
９ 窓先空地（安全条例第１９条第２項） 
 道路、公園、広場その他これらに類するもの 
 ア 公園、緑地：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設で、かつ、

都市公園法第２条に定める都市公園であるもの。 
 イ 緑道：都市計画法第１１条第１項第２号に定める都市計画施設で幅員４ｍ以上

のもの 
 ウ 市が管理する幅員４ｍ以上の市有通路 
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法２－③ 協定を締結した道の緩和等について H31.3.27 施行 

法第２条第６号等 

１ 協定を締結した道に接する角敷地等について 

  法第 42 条に規定する道路及び「建築基準法第 43 条第 2 項第 2 号に関する許可同

意基準」の第 2 の基準 3 及び基準 4 に規定する協定が締結された道（以下「道」と

いう。）に接する敷地において、以下の条件を満たすものについて下表のとおり取

り扱う。 

(１)道の所有権、地上権又は借地権を有する場合は、その部分について協定に参加

していること。 

(２)幅員がそれぞれ６メートル未満の道路と道が交わる角敷地で道路と道の交わ

る角度が 120 度未満の場合は、底辺２メートル以上の二等辺三角形となる隅切

り部分を道路状に整備すること。 

（３）道を道路として扱った場合に法第 56 条第 1 項第 1 号に規定する道路斜線制限

又は法第 56 条第 7 項第 1 号に規定する天空率に適合すること。 

 

 算定位置等 条文 

延焼の恐れのある部分 道の幅の中心 法第 2 条第 6 号 

採光 道の幅の中心 令第 20 条第 2 項第 1 号 

隣地斜線制限 道の幅の中心 法第 56 条第 1 項第 2 号 

北側・高度地区斜線 道の幅の中心 法第 56 条第 1 項第 3 号 

法第 58 条 

日影規制 道の幅の中心 法第 56 条の 2 第 1 項 

角地緩和 道を公園等として、道路

と同様に扱う。 

細則第 21 条 

敷地内の通路 道路に至るまで道の現況

幅員が４メートル以上あ

る場合は、公園、広場そ

の他の空地として扱う。 

令第 128 条 

窓先空地からの避難経路 道路に至るまで道の現況

幅員が４メートル以上あ

る場合は、道を道路等と

して扱う。 

安全条例第 19 条第 2 項 
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法第７条の６ 

１ 仮使用認定の申請書類 

 規則で定める図書の他、以下の書類を提出すること。 

図書の種類 明示すべき事項 

ア 配置図 
仮囲い及び足場等の工作物、避難経路、安全対策（誘導

員の配置、工事車両の動線等） 

イ 平面図 
区画の位置及び仕様、避難経路（２方向避難路の確保、

避難器具等の位置）、安全対策（標示物の位置） 

ウ 施工結果報告書等 
細則第１５条の３（完了検査申請書に添付する図書）に

定める内容に準ずる 

エ 
確認申請書（意匠図

一式）の写し※ 
仮使用部分の範囲 

※指定確認検査機関にて確認処分している場合 

法７－① 仮使用認定の取扱いについて 

H24.4.1 施行 

H28.9.2 改正 

H31.3.27 改正 
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法第１９条 

１ 敷地の安全性の判断基準 

 建築計画する敷地に隣接する道路、隣地又は敷地内（以下「隣地等」という。）に

６００mm（コンクリートブロック３段）超の高低差がある場合は、敷地の安全性につ

いて図面に設計者の所見を記載すること。敷地の安全性の確保方法として、原則次の

いずれかの事項に適合するものとするが、敷地の形態等を考慮し安全上支障の無いも

のはこの限りではない。 

 ⑴ 建築物の敷地が高い場合 

ア 斜面の上端から高低差の２倍以上離れて建築物を配置する。 

 

 

 

 

イ 擁壁等の基礎底盤の下端からの傾斜角度３０度（安息角）より下になるよう

に建築物の基礎や杭を計画し、既存土留めに負担をかけないようにするととも

に、設計者等の所見をもって既存土留めの安全性（ひび割れ、劣化等）を確認

する。 

 

 

 

 

 

 

ウ 擁壁を新設する。 

 ⑵ 建築物の敷地が低い場合 

ア 斜面の下端から高低差の２倍以上離れて建築物を配置する。 

 

 

 

 

イ 既存土留めについて設計者の所見をもって土留めの安全性（ひび割れ、劣化

等）を確認し、必要に応じて斜面の上端からの傾斜角度３０度より下の建築物

の部分を鉄筋コンクリート造の壁又は高基礎とし、がけ等の崩落時に建築物の

開口部等に影響のない構造にする。 

 

 

 

 

 

ウ 擁壁を新設する。 

法 19－① 敷地と隣地等に高低差がある場合の取扱い 
H24.4.1 施行 

H30.3.27 改正 

Ｈ ２Ｈ 

Ｈ 

２Ｈ 

30° 

目視等により
安全確認 

目視等により
安全確認 

30° 

目視等により
安全確認 30° ＲＣ造 
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法第２８条、令第 20 条第 2 項 

１ ビルトインガレージ奥の居室の採光 

 ビルトインガレージ奥にある居室の場合、ガレージに自動車を駐車すると採光は期

待できないため、原則としてガレージに面する開口部は採光上有効と認められないが、

図のように開放されたピロティ形状のガレージ奥の居室は、採光補正係数に 0.7 を乗

じて得た数値を採光補正係数として計算することができる。 

 

 

 

 

 

法 28－① ビルトインガレージの採光の取扱い 
H24.4.1 施行 

H31.3.27 改正 

ガレージの周囲２面以上が開放 
※構造耐力上必要な柱部分を除く。 

50cm 以上 

３.４ｍ以上開放※ 開口部 

道 

路 

※間口は道路運送車両法施行規則に定める小型自動車の幅の

上限１．７ｍの２倍以上開放し、奥行は小型自動車の長さの

上限４．７ｍ以下とする。 

奥行４.７ｍ以下※ 
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法第３６条、令第１１４条第２項 
１ 区画を必要としない火災発生の少ない室の取り扱い 

 日本建築行政会議編集「建築物の防火避難規定の解説」の令第 114 条第 2 項の取り

扱いについて、病院、診療所、児童福祉施設等、ホテル、旅館、下宿及び寄宿舎にお

ける区画を必要としない火災発生の少ない室は、次に掲げるものとする。 

 ア 管理事務室、守衛室その他建築物を管理する者が常時勤務する室（火気を使用

する設備又は器具を設けないもの） 

 イ 便所 

 ウ 常時施錠された建築設備を収納する室又は機械室 

 エ 不燃物品を保管する倉庫 

 オ 浴室、脱衣室 

 カ 更衣室 

 

法 36－① 防火上主要な間仕切壁の取扱い 
H24.4.1 施行 

H31.3.27 改正 



11 
 

法第４８条 

１ 文化センターの各用途 

文化センターは、府中市文化センター管理規則において、公民館、地区図書館、福

祉会館及び地区高齢者福祉館並びに児童館（以下「公民館等」という。）を総称した

ものと定義されている。 

公民館は、社会教育法第２２条及び府中市立公民館条例施行規則第２条において実

施する事業を規定しているが、「基準総則・集団規定の適用事例」（ＪＣＢＡ編集）で

は、近隣住民を対象とした公民館、集会所の用途は、「学校、図書館その他これらに

類するもの」に該当すると判断している。また、図書館、福祉会館、高齢者福祉館及

び児童館において実施する事業についても、各々法令又は条例で規定している。 

公民館等の用途に該当しない事務所部分は、近隣住民に対するサービスとして、各

種証明書の交付等の業務（以下「窓口業務」という。）を付帯的に行っているが、そ

の主たる機能は、公民館等の各用途を一体的に管理するものである。 

なお、令第１３０条の４に規定する第一種低層住居専用地域内に建築することがで

きる公益上必要な建築物に、地方公共団体の支庁（都道府県設置）又は支所（市町村

設置）の用途に供する建築物が掲げられているが、支所は市町村内の特定区域を限り

主として市町村の事務の全般にわたって事務を掌る事務所と定義されている。このた

め、市役所の出張所を兼ねる文化センターの事務所は、窓口業務全般にわたって事務

を行っているため支所の用途に該当する。 

 

２ 主要用途の判断 

 文化センターで行っている窓口業務は、各文化センターの周辺地区の環境を害する

おそれがなく、当該地区外から一時に多数の人又は車の集散するおそれのない、地域

住民にとって不可欠な機能である。このことから、市役所の出張所に該当しない窓口

業務の一部の事務のみを行っている文化センターの事務所についても、令第１３０条

の４第二号に規定する「その他これらに類するもの」と判断する。 

 以上のことを踏まえ、文化センターの主要用途は、公民館等の用途及び地方公共団

体の支所又は支所等に類する用途との複合可分用途建築物として、建築基準法上の規

制は用途ごとに判断し、申請上の主要用途は「文化センター」（用途の区分は「その

他」）として取り扱う。 

法 48－① 主要用途の取扱い（文化センター） H25.2.1 施行 



12 
 

法第５３条、施行細則第２１条 

１ 角敷地とみなす例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 角敷地とみなさない例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 53－① 建ぺい率の緩和を適用する角敷地 
H24.4.1 施行 

H31.3.27 改正 

①へび玉道路 

２ｍ以上 

①転回広場 

③屈折道路 
１２０°未満 

２ｍ以上 

２ｍ以上 

１２０°未満 

※隅角度１２０°未満である
側（α又はβ）の接道長さが
いずれも２ｍ以上 

※敷地の両端の道路境界線
を延長した線が交わる部分
の隅角度１２０°未満 

２ｍ以上 
２ｍ以上 

１２０°未満 

②Ｌ字道路 

１２０°未満 ２ｍ以上※ 

２ｍ以上 

隅切り 

※隅切り以外で２ｍ以上接道 

いずれか１２０°未満 

α 

α 

β 

β 
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法 85－① 仮設建築物の許可の取扱いについて 
H24.4.1 施行 

R5.3.29 改正 

法第８５条第６項 

１ 住宅展示場・モデルルームの許可 

 新築する住宅展示場又はマンション等のモデルルームについて、法第８５条第５項

の規定に基づき仮設建築物の許可をする場合には、原則として次の事項に適合しなけ

ればならない。なお、住宅展示場全体を管理する管理事務所（センターハウス）は、

仮設建築物として同様に取り扱う。 

ア 同一敷地内に複数の住宅展示棟（モデルハウス）を建築する場合には、各建築

物について仮想敷地を設定し、当該敷地が道路又は道路に通ずる幅員４メートル

以上の敷地内通路に２メートル以上接していること。 

イ 敷地及び隣接地の用途地域が住居系の地域の場合には、法第５８条の規定に適

合していること。 

ウ 防火地域の場合には、耐火建築物又は準耐火建築物とすること。 

エ 準防火地域の場合には、法第６１条及び第６２条の規定に適合していること。 

 

２ 申請書に添付する図書 

 申請書（第４４号様式）、施行細則第１４条に規定する図書及び確認申請に添付す

るものと同様の図書以外に、次の図書を添付するものとする。なお、モデルルームに

ついて、申請者はマンション等の販売対象建築物（以下「本体建築物」という。）の

建築主を原則とするが、やむを得ず販売会社等が申請者の場合には建築主の委託を受

けていることがわかる契約書の写しを添付しなければならない。 

ア 理由書（仮設許可を要する理由）※ 

イ 誓約書（許可期限までに申請建築物を除却する旨の誓約）※ 

ウ 工程表（モデルルームの場合は本体建築物の工程も含む） 

エ 敷地の賃貸借契約書の写し 

オ 本体建築物とモデルルームの位置図（付近見取図と兼用可） 

カ 本体建築物の確認済証の写し 

※申請者の記名押印 
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法第９２条、令第２条第１項第２号 

１ 吹きさらしの廊下、バルコニー、庇の入隅部 

 はね出し部分の１ｍ後退は、建築物の各面からはね出している部分で判断する。な

お、軒先等の先端は、樋などを含んだ最大のはね出し部分とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ そで壁・柱を有するバルコニー、庇（ポーチ） 

開放性のあるバルコニーや庇の下部（ポーチ等）の片側のみにそで壁・柱を設ける

場合ははね出しとみなし、先端から１ｍ超えた部分を建築面積に算入する。なお、は

ね出しが１ｍ以下の場合はすべて算入しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 92－① 建築面積の取扱い（はね出し） 
H24.4.1 施行 

H27.11.4 改正 

屋内 

庇 １ｍ 

屋内 

庇 １ｍ 

屋内 

１ｍ以下 

１ｍ以下 バルコニー 
１ｍ バルコニー 

屋内 

１ｍ 

１ｍ以下 

バルコニー 

屋内 

１ｍ 

１ｍ １ｍ 

１ｍ 

１ｍ以下 

屋内 

バルコニー 

１ｍ以下 

１ｍ 
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３ そで壁を有するバルコニー、庇 

バルコニーや庇の下部の両側にそで壁を設けた場合に、そで壁に高さ１０ｃｍ以上

の隙間（スリット）を入れた場合は、当該部分をはね出しとみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ すのこ状（グレーチング）バルコニー 

建築物と構造上一体となっているすのこ状（グレーチング）バルコニーは、その形

状等に係らず、上記１から３と同様の取扱いとする。 

 

５ 屋外階段 

 躯体と一体となった直通階段で下部に柱を有さない場合は、はね出しと同様に取り

扱う。なお、けこみ板を有さない階段部分は、建築面積に算入しない。 

 

平面図 

立面図 

スリット 

そで壁 

建築面積に算入 

屋内 

バルコニー 

スリット 

そで壁 
バルコニー 

屋内 

躯体と一体の直通階段 

１ｍ 

屋内 

躯体と一体の直通階段 

屋内 

建築面積に算入 

スリット 
10cm 以上 

屋内 

そで壁 

１ｍ以下 

バルコニー 
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法第９２条、令第２条第１項第６号ロ 

１ 高さ及び階数に算入しない階段室等の屋上部分 

 建築物の屋上部分に設ける階段室、昇降機塔等について、次の要件を満たすものは、

令第２条第１項第６号ロ及び同項第８号の規定に適合する場合に、建築物の高さ及び

階数に算入しないことができる。 

 ⑴ 当該建築物のその他の屋上部分と外観上３面以上突出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 ⑵ 居室、倉庫、下階の吹抜き又は小屋裏物置等と一体的な形態になっていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 階段室又は昇降機塔は階段の踊場又は昇降機の乗降場として必要な大きさま

でとし、その他の用途として利用可能な空間を有していない。 

法 92－② 階段室その他これらに類する建築物の屋上部分 
H24.4.1 施行 

H31.3.27 改正 

☞片流れ屋根の場合、階段室等の屋上部分とその他の屋上部分の屋根勾配を変える

など屋根形状が一体になっていないこと。 

【断面図】 【平面図】 

×他の部分と一体的な例（※階段室＋小屋裏物置等＞建築面積×１／８） 

階
段
室 

 階
段
室 

小屋裏物置等 

屋根 

○３面以上突出している例 ×３面以上突出していない例 

階
段
室 

階
段
室 
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法第９２条、令第２条第１項第８号 

１ 階及び床面積に算入しない小屋裏物置等 

 小屋裏、天井裏及び床下等の部分を利用して設ける物置等（以下「小屋裏物置等」

という。）で、次の要件に該当するものは階とみなさず、かつ、床面積に算入しない。

また、法第６８条の１０に規定する型式適合認定に係る建築物で認定の仕様に適合す

るものは、この取扱いを適用しない。なお、この要件に該当しない特殊な形態の場合

には、個別に判断する。 

⑴ 小屋裏等の余剰空間を利用するもので、収納のみの用途であること。 

⑵ 小屋裏物置等の部分の床面積は、当該小屋裏物置等が存する階の床面積の２分

の１未満であること。 

⑶ 小屋裏物置等の最高の内法高さは１．４ｍ以下であること。 

⑷ 小屋裏物置等の利用は、原則として屋内からはしご又は固定階段により行うも

のとし、屋外から利用しないこと。 

⑸ 小屋裏物置等を利用するための固定階段は小屋裏物置等の床面積に含め、階段

には手摺を設けること。なお、固定階段の幅等は令第２７条に該当するものとし

て、令第２３条から令第２５条の規定は適用しない。 

⑹ 小屋裏物置等に換気の目的で開口部を設ける場合は、当該床面積の２０分の１

程度までであること。なお、バルコニーや陸屋根など屋外で作業等ができる空間

に面する開口部は、人が出入りできない大きさ（５０×５０㎝程度）又はＦＩＸ

とすること。 

⑺ 階の中間に設ける収納（いわゆる「ロフト形状」のもの）の直下の天井高さは

２．１ｍ以上であること。 

⑻ 居室など収納以外の用途として使用される可能性があるものとして、次に掲げ

るものを設けないこと。 

ア 押入れ等に相当する収納 

イ エアコン等の空調機器 

ウ テレビ端子 

法 92－③ 小屋裏物置等の取扱い 
H24.4.1 施行 

R5.3.29 改正 
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階とみなさない小屋裏物置等の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        １階：Ｚ㎡ 

 

 

 

 

２ 階及び床面積に算入する小屋裏物置等 

次のいずれかに該当する形態の小屋裏物置等については、原則として階としてみな

し、床面積に算入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※直下階の下屋部分で天井高が１．４ｍ以下の場合は、階及び床面積に算入しない。

① バルコニー及び屋根等に直接出入り

可能な開口部を設けているもの 
② 床面から直接出入りするもの※ 
③ 床下部分と天井裏部分を合わせた高

さが 1.4ｍを超えるもの 
④ 床が二重構造になっているもの 
（スキップフロアー） 

▲ 

▶ ▼ 

▲ 

▶ 
▼ 

③ 

④ 

① 

② 

３階：Ｘ㎡ 

２階：Ｙ㎡ 

 

2.1ｍ以上 

ａ 
ｂ 

ｃ ｄ 

▲ 
▶ 

▼ 

▲ 

ｅ 

ｈ 

ｆ 

ｇ 

車庫 

▲ 
▶ ◀ 

▼ 
2.1ｍ以上 

ａ＋ｂ＋ｃ＜Ｘ／２ 
ｄ＜Ｙ／２ 
ｅ＋ｆ＋ｇ＋ｈ＜Ｚ／２ 
ｃ＋ｄ＜Ｘ／２かつＹ／２ 
ｅ＋ｆ＋ｇ＜Ｙ／２かつＺ／２ 
 
ａ：３階小屋裏物置の水平投影面積 
ｂ：３階ロフトの水平投影面積 
ｃ：３階床下物置の水平投影面積 
ｄ：２階天井裏物置の水平投影面積 
ｅ：１階階段横物置の水平投影面積 
ｆ：１階下屋物置の水平投影面積 
ｇ：１階車庫天井裏物置の水平投影面積 
ｈ：１階床下物置の水平投影面積 
 
Ｘ：３階床面積 
Ｙ：２階床面積 
Ｚ：１階床面積 
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法第９２条、令第２条第２項 

１ ドライエリア（からぼり） 

 建築物の周囲にドライエリアがある場合において、次の要件を満たす小規模なドラ

イエリアの場合は建築物の部分として周壁の上端部が接する位置を地盤面とする。要

件のいずれかを満たせない場合は、大規模なドライエリアとしてドライエリアの底盤

の上端を地盤面として取り扱うが、柱、梁、床及び周壁などが建築物と一体で、次の

ア以外の要件を満たしている場合は小規模ドライエリアと同様に取り扱う。 

ア 奥行が２ｍ以下 

イ 高さが５ｍ以下 

ウ 周壁の上端部の外面と隣地境界線の離れが５０ｃｍ以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 盛土を行う場合の地盤面 

 盛土後であっても、原則として建築物が周囲の地面と接する位置の平均高さを地盤

面とするが、敷地の衛生上又は安全上必要な範囲を超える盛土や局部的な盛土がなさ

れる場合は、敷地の形状及び周囲の状況（敷地内の高低差や隣接地の地盤面等）を勘

案したうえで、盛土以前の地面（元地盤）を地盤面として取り扱う。 

⑴ 敷地の衛生上又は安全上必要な範囲を超える盛土とは、敷地からの排水経路又

は避難経路の確保等のために一般的に必要な高さ（３０ｃｍ程度）より著しく高

い場合をいう。 

⑵ 局部的な盛土とは、次に該当するものをいう。 

ア 花檀等で意図的に設けられた小規模なもの又は容易に撤去可能なもの。 

イ 水平な地面が２ｍ以上の広がりがないもの。ただし、敷地境界線まで隣接地

と同程度の盛土をした場合は、水平な地面の広がりが小規模であってもこの限

りではない。 

法 92－④ 地盤面の取扱い H24.4.1 施行 

地盤面 

50cm 以上 

５ｍ以下 

２ｍ以下 

隣
地
境
界
線 

建 

築 

物 

小規模ドライエリア 大規模ドライエリア 

５ｍ超 

２ｍ超 

建 

築 

物 地盤面 

50cm 未満 

隣
地
境
界
線 
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安全条例第３条、第１０条 

１ 路地状敷地の定義 

 次のいずれかに該当する敷地については、路地状敷地として取り扱わない。なお、

路地状敷地にあたらないよう、一団の敷地の一部を塀やフェンス等で一体的利用がで

きない形態に区画した場合には、区画した部分を除いた敷地設定で判断する。 

ア 道路から見通せない部分（死角）がない敷地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 安全条例第１０条に規定する敷地及び建築物 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 次に掲げる要件を満たす敷地（安全条例第１０条第４号の認定対象） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全３－① 路地状敷地の取扱い 
H24.4.1 施行 

H31.3.27 改正 

第１０条第１項第３号 第１０条第１項第１号 

路地状部分が２か所以上 

※路地状部分の幅員はいずれも４ｍ以上 
① Ｃ≦（Ａ¹＋Ａ²）／２ 
又は 
② Ｄ≦Ａ¹＋Ａ²、Ｂ≧Ｃ、Ａ¹＋Ａ²＞Ｃ 

道 路 

○道路から敷地が見通せる例 

Ａ：必要接道長さ 

Ａ 

×道路から死角がある例 

道 路 

死角 

10ｍ以上 

敷地面積 
1,000 ㎡未満 

道 路 

４ｍ以上 

公衆浴場 
工 場 

20ｍ以下 

道 路 

路地状部分が１か所 

① Ｃ≦Ａ／２ 
又は 
② Ｄ≦Ａ、Ｂ≧Ｃ、Ａ＞Ｃ 

道 路 

Ａ¹ Ｂ Ａ² 

Ｄ 
Ｃ 

道 路 

Ａ 

Ｃ 

Ｂ 

Ｄ 
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２ 路地状部分の長さ 

 

敷 地 

Ｌ 

敷 地 

Ｌ 

中心線 

敷 地 

Ｌ 中心線 

① ② ③ 

④ 

敷 地 

Ｌ 

⑤(法第 43条第 2 項認定・許可) 

敷 地 

Ｌ 

水路 
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安全条例第１７条 

１ 主要な出入口の定義 

⑴ 主要な出入口とは、火災時等の際に避難者が集中する建築物内部から外部に至

る位置（客観的にメインエントランスとみなせる位置）が対象となる。したがっ

て、避難階の各住戸等からの主要な出入口は勿論のこと、避難階以外の各住戸等

から階段により避難階に達し、内部廊下等を経由して外部に至る出口（ただし、

避難階において屋外階段から建物内部の廊下等に経由するといった計画は、セキ

ュリティー上の施錠の問題を含め、有効に避難経路が担保できる場合に限る。）

が避難階の主要な出入口と重複する場合は、そこが建築物全体の主要な出入口と

なる。 

また、避難階に住戸等がなく、避難階以外の階の住戸等から屋外階段を経由し

て直接外部に避難する場合（屋内に至る出入口がない場合や屋内の経路を安全条

例第８条による区画ができない場合）は、屋外階段から外部に至る出口が主要な

出入口となるが、複数の屋外階段が存在する場合に、各住戸等から廊下等を経て

一の階段に有効に連絡できるものは、その階段の出口を主要な出入口として集約

することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ メインエントランスがピロティー等に通じている場合において、①十分に外気

に開放された通路②屋内部分と耐火建築物であれば耐火構造、それ以外の建築物

は準耐火構造の壁、床又は特定防火設備で令第１１２条第１９項第２号に定める

もので区画し、通路の壁及び天井の下地及び仕上げを不燃材料とする③駐車場や

駐輪場等の屋内的用途に供さないことなど、避難上の安全に十分な担保性が図ら

安全 17－① 共同住宅等の主要な出入口等の取扱い 

H24.4.1 施行 

H31.3.27 改正 

R5.3.29 改正 

屋外階段 

エントランス 

道 路 
ＥＶ 

避難階以外の階の主要な出入口 
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れる場合に限って、ピロティー等の通路部分を建築物内部とみなし、ピロティー

から屋外（上空開放）に至る位置を、主要な出入口と位置付けることができる。 

 

 

２ 道路に面する主要な出入口の定義 

 道路に面するとは、主要な出入口と道路の間に駐車場、塀又は植栽等の障害物がな

く、主要な出入口から道路まで見通せるもので、直接道路に避難できなければならな

い。また、主要な出入口から道路までは有効幅員１．５ｍ以上の通路を設けることと

し、主要な出入口から道路までの長さが２０ｍを超える場合は、幅員４ｍ以上（長さ

が３５ｍを超える場合は６ｍ以上）を確保する。なお、主要な出入口から道路まで閉

鎖的な空間（幅１．５ｍ未満）になっている場合は、道路に面しているとみなさない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50cm 以上 

耐火構造等の壁又は 
特定防火設備 

開放 

耐火構造等の床 

下地＋仕上げ
を不燃材料 

開放 

柱 

有効幅１.５ｍ以上 

道 路 

ピロティー 

道路に面していないと扱う例 

有効幅１．５ｍ未満の

閉鎖的な空間。 

道 路 道 路 α 

α≧有効幅員１．５ｍ以上 
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３ 敷地と道路に高低差がある場合の取扱い 

 主要な出入口が道路に面している場合において、敷地と道路に高低差があり主要な

出入口から直接道路に避難することが困難な場合には、第１７条第１号に規定する有

効幅を確保した階段やスロープを設けて道路まで直接避難できる場合には認められ

る。また、同条第２号に規定する幅員以上の通路等が必要となる場合の通路の勾配等

は、位置指定道路の基準に準ずる。なお、主要な出入口が避難通路に面する場合にお

いても、同様 に取り扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 避難上有効な通路の定義 

 避難上有効な通路等は、道路に準じた性能を担保する必要があり、道路内建築物が

規制されているように、原則として同様の条件が課せられる。ただし、建築計画によ

っては避難階において、主要な出入口から屋外を経てピロティー等を介し避難する場

合は、第１項の主要な出入口の定義に定めるピロティーの条件を満たし、避難上の安

全に十分な担保性が図られる場合に限って、避難上有効な通路等として認められる。

また、道路の代替として緩和している通路等には、道路と同様に庇等の突出は認めら

れないが、耐火構造や不燃材料で造られた局部的な庇（出入口等の雨除けのために必

要最低限の大きさであること）等については、避難上の安全に支障がない場合に限り

認めるものとする。 

 

 

開放 

50cm 以上 

柱 

必要幅確保 

道 路 

ピ
ロ
テ
ィ
ー 

耐火構造の壁又は 
特定防火設備 

開放 

耐火構造の床 

下地＋仕上げ
を不燃材料 

α 道 路 

α≧必要幅員 

階段又はスロープ 
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安全条例第１９条 

１ 安全条例第１９条の取り扱いについて 

 安全条例第１９条に規定する窓先空地や窓の構造等について平成３０年１０月１

５日付け３０都市建企第７２２号「東京都建築安全条例第１９条の運用の明確化につ

いて（技術的助言）」によること。 

 

２ 道路に直接面する窓 

⑴ 窓と道路の間に日照、通風、採光等居室の居住環境に影響を及ぼす他の建築物

や駐車場等が存在する場合には、道路に直接面するとみなさない。ただし、次の

いずれかに該当する場合には道路に直接面するとみなす。 

また、避難上有効なバルコニーの下方に庇やエントランスの屋根等がある場合

についても、同様に取り扱う。 

ア 避難階に住戸等を設けず、窓と道路の間に避難階以外の住戸等の居住環境に

影響を及ぼさない平置き駐車場、植栽（低木）等を設ける場合は、避難上有効

なバルコニーからタラップ等により地上へ垂直避難（以下「垂直避難」という。）

を行った先の地上部分から道路まで幅員２ｍ以上（住戸等の床面積の合計が２

００㎡以下の場合にあっては、１．５ｍ以上）の屋外通路（以下「屋外通路」

という。）を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 窓と道路の間に柵等を設ける場合は、メッシュフェンスや生垣など採光及び

通風に支障がないものとし、道路に至るまで屋外通路を設けること。 

 

 

 

 

 

 

 

安全 19－① 共同住宅等の窓先空地等の取扱い 
H24.4.1 施行 

H31.3.27 改正 

α≧２ｍ又は１.５ｍ以上 

α 道 路 

2 階以上の平面図 
（避難階に住戸を設けない） 

α≧２ｍ又は１.５ｍ以上 
(扉等を設ける場合は、開放した際に屋外
通路の幅員が確保できるものとする) 

α 道 路 

柵等 
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⑵ 敷地と道路に高低差があり道路に有効に避難することが困難な敷地において、

避難階以外の階から地上へ垂直避難する場合には、次のとおり取り扱う。 

ア 敷地が道路より高い場合には、地上に到達した部分から道路まで屋外通路を

設ける。 

イ 敷地が道路より低い場合には、地上に到達した部分から道路まで屋外通路を

設ける。ただし、敷地と道路の高低差が１ｍを超える場合には、窓先空地を設

けなければならない。なお、その場合に、窓先空地から直接道路まで連絡する

専用の屋外階段の幅は、９０㎝以上とすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 窓と道路の間にドライエリアが存在し、地上へ垂直避難する場合には、ドライ

エリアに窓先空地を設けなければならない。なお、ドライエリアから地上までは

幅９０㎝以上の専用の屋外階段を設け、屋外通路まで有効に連絡するものとする。 

⑷ 低層部に店舗等を設け、その上層部に共同住宅等を設ける場合において、共同

住宅等の住戸の窓の前面に下階の屋上部分を介して道路が存在し、避難上有効な

バルコニー等から下階の屋上部分に垂直避難する場合には、屋上部分に屋外通路

を設け、特別避難階段又は幅９０㎝以上の専用の屋外階段を経由して地上の屋外

通路まで有効に連絡させなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ｍ以下 

道路 

α 道 路 

α≧２ｍ又は１.５ｍ以上 

屋外通路 階段 

α≧幅員２ｍ又は１.５ｍ以上 

下階の屋上部分 α 

α 

専用の屋外階段 
屋外通路 

道 路 

α 

専用の屋外階段 
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３ 窓先空地の形態 

⑴ 窓先空地は第１９条第１項第２号ロに規定する幅員以上を辺とする正方形を

最低限必要な大きさとし、空地は窓又はバルコニーの前面に設け、屋外通路で接

続するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 窓先空地は段差のないものとし、傾斜を設ける場合には排水のために必要な勾

配程度とする。なお、緑化をする場合には芝程度とし、樹木等避難上支障がある

ものは認めない。 

 

４ 避難器具を設ける位置 

 避難上有効な器具は、原則として第１９条第１項第２号に規定する窓の付近若しく

はバルコニーに設け、道路又は窓先空地に有効に避難できなければならない。ただし、

同号イに規定する道路に直接面する窓とは別に、同一居室内に設けた窓からバルコニ

ーを経由して道路に直接避難できる場合にはこの限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面する幅７５㎝以上 
住戸 住戸 

窓先空地 窓先空地 屋外通路 

住戸 
住戸 住戸 

道 路 

道路に直接面する窓 タラップ等の避難器具 

道 路 

７５㎝以上 

７５㎝以上 
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５ 屋外通路の取扱い 

⑴ 窓先空地から建築物のピロティ等を介して道路まで避難する屋外通路は、次の

条件を満たし、避難上支障がないものとする。 

ア ピロティ部分は外気に十分開放されているものとして、片側は構造上必要な

柱のみとし、開放部分に自転車駐車場等屋内的用途が生じるものを設けている

場合には、開放されているものとみなさない。また、隣地境界線から柱の面ま

での距離は５０㎝以上とし、敷地内に他の建築物や機械式駐車場等が存在する

場合には、５０㎝以上距離を設けなければならない。 

イ ピロティの通路部分は、屋内部分（可燃物が無く、火災の発生のおそれが少

ない部分（自転車駐車場等）を除く）と耐火建築物であれば耐火構造、それ以

外の建築物は準耐火構造の壁、床又は特定防火設備で令第１１２条第１３項第

２号に定めるもので区画し、通路部分の壁及び天井の下地と仕上げを不燃材料

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ ピロティの通路部分は、道路まで見通せるものとする。ただし、避難経路が

明確な場合にはこの限りでない。 

⑵ 屋外通路に突出して庇等を設ける場合には、耐火構造や不燃材料で造られた局

部的なもの（出入口等の雨除けのために必要最低限の大きさであること）とし、

避難上の安全に支障がないものとする。 

⑶ 屋外通路上に扉を設ける場合には有効幅（両開きの扉は両側開いた幅）を確保

し、施錠装置は敷地側から避難方向へ解錠できるもの（令第１２５条の２の規定

に準ずるパニック錠等）とする。 

 

建築物(屋内) 

自
転
車 

駐
車
場
等
※ 

※バイク置き場や自動車車庫等を

設ける場合は、屋外通路と当該部分

を特定防火設備等で区画すること 

屋外通路（ピロティ） 

屋外通路の 

必要幅を確保 

耐火構造等の壁で区画し、 

通路側の下地と仕上げ材を不燃材とする。 


